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高度成長期における鉄鋼取引 
― 取引交渉力と設備投資の関連を中心に ― 
金   容  度 









Ⅳ. 長期相対取引の拡大と ｢価格安定｣ 
(1) 設備投資に伴う長期相対取引の拡大 








































場である｡ その理由は, この時期, 鋼材の内需
比率が約 8 割の高率を維持しており5), 内需の
中で, 造船用と自動車用が高い構成比を占めた






本稿は 4 つの節から構成される｡ Ⅰでは, 入
手可能なデータから, 高度成長期の造船用と自
動車用鋼材市場において, どのような企業間取














表 1 需要部門別普通鋼鋼材消費量の構成比 
(単位：％) 
      年度 1960 1963 1966 1969 1972 
            造船 7.6 8.0 11.4 9.5 9.7 
自動車 8.0 7.8 9.3 10.1 10.5 
産業機械 8.0 7.8 7.8 7.9 7.3 
電気機械 6.4 5.2 4.0 4.8 4.2 
家電, 事務機器 2.4 2.7 2.1 2.1 2.6 
容器 4.8 3.6 3.5 2.8 2.9 
土木 21.6 18.3 20.7 18.1 18.3 
建築 25.2 28.6 26.1 32.6 33.6 
2 次製品 17.7 12.2 12.1 9.7 9.1 
その他 3.6 5.8 3.0 2.4 1.8 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
      













の有力な供給メーカーは, 八幡製鉄, 富士製鉄, 
川崎製鉄, 日本鋼管の 4 社であり, これらのメ
ーカー間のシェア差もそれほど大きくなかった 




表 2 造船用規格厚板の企業別シェア 
(単位：％, 千トン) 
      企業名 1955 1957 1959 1961 1963 
            八幡製鉄 22.9 26.1 31.3 34.5 28.5 
富士製鉄 19.2 17.1 20.4 25.4 22.1 
日本鋼管 21.6 19.6 18.5 15.8 17.7 
川崎製鉄 21.2 16.6 14.1 15.3 20.2 
日本製鋼 10.2 11.0 7.8 2.6 2.6 
大和製鋼 3.9 5.3 2.6 2.1 3.8 
その他 1.0 4.4 5.3 4.4 5.1 
生産量計 661.3 813.7 678.4 835.2 1,191,1 
      
(出所) 隅谷三喜男編 『鉄鋼業の経済理論』 日本評論社, 1967年, 150頁 (原資料は運輸省船舶局資料)｡ 
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は1956年末まで 3 年間連続して世界第 1 位の造
船企業であり,  2 位以下の造船企業と間には受
注能力に格段の差があった6)｡ この時期, 日本
の第 2 位の造船企業は石川島重工業であり,  3 
位,  4 位に日立造船と三井造船が続いた｡ 
 
表 3 主要造船企業5社の市場シェア 
(単位：％) 
      1964年 1966年 1968年 1970年 
          三菱重工業 33.0 32.7 26.0 27.0 
日立造船 28.5 26.9 26.4 25.8 
石川島播磨 19.7 21.4 23.4 21.9 
三井造船 11.2 10.3 15.0 14.1 
川崎重工業 7.6 8.7 9.2 11.2 
5 社合計 100.0 100.0 100.0 100.0 
     
(出所) 小林好宏 ｢造船｣ (熊谷尚夫編 『日本の産業組織Ⅰ』 中央公論社, 1973年, 所収), 205頁｡ 
 
その後の時期である1964年～70年における上
位造船企業のシェアを現したのが表 3 である｡ 
この時期には, 1961年の石川島重工業と播磨造
船所の合併, 64年の三菱系造船 3 社の合併が既
に終わっており, 造船業の集約化がかなり進ん
でいた｡ この表によれば, 三菱重工業, 日立造
船, 石川島播磨の 3 社が近接したシェアで競争
している中で, この 3 社とやや離れた形で, 三
井造船と川崎重工業が 4 位と 5 位を維持してい
た｡ 
 
表 4 造船企業別の規格厚板需要量 (1963年) 
(単位：1000トン, ％) 
           規格厚板需要量 鉄鋼 A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 F 社 G 社 H 社 
                    大手造船企業 2,045.1 76.7 85.8 84.4 82.0 77.9 39.3 67.3 26.8 
(I 社) 404.5 35.9 9.6 0.0 2.5 9.2 16.8 21.0 4.9 
(J 社) 135.0 1.0 8.0 0.2 17.2 3.5 0.0 0.0 1.2 
(K 社) 139.2 0.3 0.0 26.5 3.2 3.7 0.0 0.0 0.0 
(L 社) 443.7 7.6 32.0 12.8 21.2 16.1 0.0 21.5 6.6 
(M 社) 168.8 2.7 0.5 30.6 0.0 3.0 1.8 0.0 7.0 
(N 社) 276.6 20.8 2.7 0.0 15.5 0.5 5.1 16.9 1.0 
(O 社) 185.5 6.7 5.5 1.5 15.5 23.9 5.0 6.4 0.0 
(P 社) 198.8 1.4 26.6 0.2 1.3 15.9 10.6 1.5 0.0 
(Q 社) 93.0 0.3 0.9 12.6 5.6 2.1 0.0 0.0 6.1 
中小造船企業 532.8 23.3 14.2 15.6 18.0 22.1 60.7 32.7 73.2 
                    合計 2,577.9 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
          
(出所) 隅谷三喜男編 『鉄鋼業の経済理論』 日本評論社, 1967年, 169, 177頁｡ 
 
こうした造船各社がどの位の厚板を購入して
いたかを示すのが表 4 である｡ ただ, この資料
では, 企業名が匿名になっているため, 前述の
企業シェアを参考に推測するしかない｡ 恐らく, 
I 社が合併前の三菱造船で, L社と N社がそれぞ
れ日立造船と石川島播磨重工業であろう｡ それ
以下の企業については, 企業別順位は確かでな
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このような需給市場における企業別シェアを
前提にして, 大手造船企業と造船用厚板メーカ
ーの取引構成をみてみよう｡ 表 4 で, 左の方の
鉄鋼メーカーの生産量がより大きいが, 生産量
の大きい A, B, C 社はいずれも 2 社の造船企業
に納入を集中していた｡ 大手鉄鋼メーカーの場
合, 少数の造船企業に集中的に納入していたこ




表 5 によれば, 大手造船企業, つまり, 大手需
要家も特定少数の鉄鋼メーカーから集中的に鋼
材を購入する傾向が強かったことが分かる｡ た
とえば, 造船 I社は, 鉄鋼A社 1 社に集中して購入
を行っており, 造船 N社は, 鉄鋼 AとDの 2 社か
ら鋼材購入を集中していた｡ 少数の大手需要家
と大手供給者の間に, 取引が集中的に行われる傾









表 5 大手造船企業の鉄鋼企業別厚板企業構成 (1961年, 63年) 
(単位 ％) 
       企業名 年 鉄鋼 A 社 B 社 C 社 D 社 合計 
              
造船 I 社 
1961年 74.0 18.5 0.0 0.0 100.0 
1963年 71.1 12.2 0.0 5.4 100.0 
J 社 
1961年 5.3 27.2 0.0 65.4 100.0 
1963年 4.5 44.1 1.5 48.9 100.0 
K 社 
1961年 0.0 0.0 69.9 29.1 100.0 
1963年 5.5 0.0 92.0 0.3 100.0 
L 社 
1961年 13.3 54.5 11.3 10.0 100.0 
1963年 15.0 36.6 14.5 27.3 100.0 
M 社 
1961年 19.8 4.8 73.8 0.8 100.0 
1963年 8.5 0.0 86.6 0.0 100.0 
N 社 
1961年 65.0 5.2 0.0 23.6 100.0 
1963年 55.4 7.0 0.0 28.5 100.0 
O 社 
1961年 33.2 24.0 5.7 27.2 100.0 
1963年 24.8 13.5 1.6 46.1 100.0 
P 社 
1961年 8.4 82.4 0.0 4.7 100.0 
1963年 0.2 81.7 1.2 2.5 100.0 
Q 社 
1961年 8.8 13.7 66.6 10.5 100.0 
1963年 0.0 2.1 54.7 41.4 100.0 
       
(出所) 隅谷三喜男編 『鉄鋼業の経済理論』 日本評論社, 1967年, 183頁｡ 
 
特定需要家と特定供給者間の取引規模は, 当
時としては大きかった｡ たとえば, 1963年に, 
八幡製鉄と三菱造船間の年間鋼材取引量は10万
トンを優に超えており, 富士製鉄と三井造船間
の鋼材取引量も 7 万トンに達していた｡ 富士製
鉄と石川島播磨重工業の間にも, 年間 7 万トン










































































まず, 表 6 によれば, 1962年頃, 自動車メーカ
ーは少数の鉄鋼メーカーから鋼材を調達してお
り, また, 特定の鉄鋼メーカーへの取引依存度
が高かったことが分かる｡ 同じ表 6 によれば, 
自動車上位 2 社のトヨタと日産だけでなく, 他
の自動車メーカーの場合も, 鋼材の調達先数は
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表 6 自動車メーカーと鉄鋼メーカーとの取引関係 (1962年頃) 
  自動車メーカー 販売鉄鋼メーカー 
    トヨタ 八幡が最有力, 東海製鉄 
日産 川鉄60％, 富士20％ 
東洋工業 川鉄31％, 富士26％ 
三菱 ― 
いすゞ 富士, 日本鋼管, 八幡 
プリンス 富士55％, 八幡10％, 日本鋼管10％, 住金10％ 
日野 日本鋼管35％, 住金15％, 富士, 八幡 
  
(資料) 隅谷三喜男編 『鉄鋼業の経済理論』 日本評論社, 1967年, 48頁｡ 
 
他方, 自動車メーカーも鋼材の複数発注戦略
をとっていた｡ つまり, 少なくとも 2 社以上の
鉄鋼メーカーから鋼材を調達して, 鉄鋼メーカ
ー間の競争を活用していた｡ 例えば, 表 6 によ



















































ストラ (＝規格割増料) がつけられた｡ 船級協
定の規格に合致した鋼材は, その寸法が複雑で
あり21), 化学成分, 引っ張り強さ, 降伏点, 伸び
率, 衝撃値, 曲げ角度, 内側半径などで一定の
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る｡  この造船用厚板のエキストラの水準が , 
1950年代には下落したが, 60年代に上昇に転じ
た｡ 例えば, 造船用厚板のエキストラは, 53年
までトン当り4,000円だったが, 54年から3,500
円に値下げされ, 58年以降は3,000円に低下した










(注) 三菱造船の厚板寸法は12～25 mm×1, 524 mm×6, 096 mm｡ 三井造船は12 mm ベース寸法
A.B., L.R.｡ 日立造船は鋼板で, 無規格 (5’×20’), 12 mm｡ 石川島播磨は12 mm～25 mm の厚鋼
板｡ 三井造船と石川島播磨の各年 9 月価格は, 10月の価格｡ なお, 石川島播磨の各年 3 月の価











われた冷延鋼板の市中価格 (月別) を現わす図 








(注)  トヨタの鋼板は C-3, 0.9 mm×3×6 (C は冷延鋼板を,  3 はグレードをそれぞ






























カーは, 多くの需要家の中で ｢新興｣ の ｢単な
る 1 つのお客｣ にすぎなかった反面, 鉄鋼メー
カーは, ｢権威｣ をもっており, 自動車メーカ
























































































年 3 月に, 公称能力2,000トン / 日の八幡戸畑第 
3 高炉が火入れし, 同年11月に日本鋼管水江製
鉄所も高炉の火入れを行った｡ また, 60年代に
入り, 川崎製鉄, 住友金属, 神戸製鋼が一斉に

























金問題｣ にまで発展した37)｡ さらに, 60年代後
半以降, 第 3 次設備合理化による新設備が次第
に完成し, 稼動に入り, 鋼材の買手市場の傾向




























なっていた｡ 表 7 によれば, 1955年に, 八幡製
鉄と富士製鉄の 2 社が市場を握っていた｡ しか
し, 58年に, 川崎製鉄が同製品市場に本格参入
し, 同社の市場シェアが急速に高まった半面, 




て, 65年に大手高炉メーカー 6 社すべてが揃っ
て, 鎬を削るようになった｡ 
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表 7 冷延鋼板市場における企業別シェア 
(単位：％) 
    企業名 1955年 1960年 1965年 
        八幡製鉄 44.4 25.1 17.7 
富士製鉄 33.6 16.1 14.4 
日本鋼管 0.0 4.1 9.5 
川崎製鉄 2.3 16.3 16.0 
住友金属 0.0 0.0 5.3 
神戸製鋼 0.0 0.0 6.5 
6社計 80.1 61.6 69.4 
    
(出所) 飯田賢一･大橋周治･黒岩俊郎編 『現代日本産業発達史Ⅳ鉄鋼』 交詢社出版局, 1969年, 583頁｡ 
 
表8 自動車メーカーの鉄鋼調達先別構成比 (1976年) 
(単位：％) 
       トヨタ 日産 東洋工業 三菱自動車 いすず自動車 
            新日本製鉄 41.4 27.5 48.5 33.7 56.1 
日本鋼管 41.5 28.7 9.5 13.4 14.4 
住友金属 10.6 11.9 21.8 8.1 0.0 
川崎製鉄 0.0 26.2 21.2 41.5 29.4 
神戸製鋼所 6.6 5.8 2.6 3.2 0.0 
5 社からの調達計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
      
(出所) 岡本博公 『現代鉄鋼企業の類型分析』 ミネルヴァ書房, 1984年, 141頁から計算｡ 
 
また, 表 8 を前掲表 6 と比較することによっ
て, 1960年代後半と70年代初頭においても, 自
動車用鋼材市場における鉄鋼メーカー間競争が
































寡占化が進んだ｡  すなわち , 前述のごとく , 
1961年の石川島と播磨の合併, 64年の三菱系造
船 3 社の合併など, 1960年代前半に, 造船業の
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集約化が進み, 60年代後半に, 造船業の集中度
がさらに高まる41)と共に, ビッグ 3 あるいはビ
ッグ 4 の支配体制が築かれ, 上位企業の市場シ
ェアが安定的になった｡  
たとえば, 造船業において, 1959年まで, 上
位 3 社集中度と 5 社集中度は低下傾向にあった
が, 60年以後, 上昇に転じ, 60年代後半には, 上






の工夫もみられた｡  たとえば , 三井造船は , 





































































1961年以降, 毎年の社長の年頭の辞に , 必ず 
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｢紐付 (需要家) 重点主義｣ を販売政策として
強調した｡ 具体的に, ｢紐付重点主義｣ は, 新
たに台頭していた ｢市場品｣, あるいは, ｢市場
流通品種｣50)で, ｢極力最終需要家と密接な連携














熱延, 冷延, 厚板など, 各製造設備を完成させ, 
かねてから関係を深めてきた自動車メーカーに












せ, 激しい拡販競争をもたらした｡  
例えば, 1968年に, 八幡製鉄君津製鉄所は, 




備の稼働当初から, 三菱重工業, 石川島播磨, 
住友重機械工業に納入を図ったうえ, 67年には
三井造船, 日立造船, 川崎重工業などに納入し
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である｡ この点についてもう少し検討しておこ
う｡ 













































価格変動が激しかった｡ 例えば, 表 9 をみれば, 
55年～57年の価格上昇期に, 国内船用厚板価格
は 1 万4,000円 / トン上昇したのに対して, 同じ
期間, 輸出船用厚板の価格上昇幅は,  1 万8,000
円 / トンであった｡ 厚板価格が下落した58年と
59年においても, 輸出船用厚板価格が国内船用
鋼材価格より速く下落している (表 9 )｡ 
 
表 9 造船用厚板のベース価格 
(単位：円 / トン) 
   年 国内船用厚板価格 輸出船用厚板価格 
      1955 42,000 43,000 
1956 48,000 52,000 
1957 56,000 61,000 
1958 53,000 55,000 
1959 47,000 46,000 
1960 46,000 43,000 
1961 45,000 42,000 
1962 45,000 40,000 
1963 44,000 39,000 
   
(出所) 隅谷三喜男編 『鉄鋼業の経済理論』 日本
評論社, 1967年, 191頁｡ 
 
しかしながら, この表9によれば, 1960年代に
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して跳ね返ってきた｡ 例えば, 鋼材の価格低下

























み合っていた｡ 例えば, 第 1 に, 組織性が市場
性に影響した例として (以下, ｢組｣ は組織性
を, ｢市｣ は市場性をそれぞれ表現する), ｢設備
投資 (組) →需給不均衡 (市) →交渉や交渉力変
化 (市)｣, ｢設備投資 (組) ➡販売競争 (市)｣ が
あげられる｡ 第 2 に, 市場性が組織性に影響し
た例として, ｢競争 (市) ➡長期相対取引の拡大, 
設備投資拡大 (組)｣ があげられる｡ 第 3 に, 第 
1 と第 2 のパターンが連鎖している例として, 
｢設備投資 (組) ➡販売競争 (市) ➡長期相対取
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